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は じ め に 

 近年、余暇活動の多様化や健康志向への高まりから、農作物を栽

培し土や自然に触れたいというニーズが増えています。 

 市民農園は、このようなニーズに応えるようにして昭和４０年代

から各地にて開設され始め、市川市においても昭和５２年から開設

されています。 

 こうした中で、市町村や農協に限らず、農家や個人、企業などが

市民農園を開設できる法整備が進み、市民農園数も増加しましたが、

団塊世代の大量退職時代に突入し、余暇を健康的に過ごしたいとい

った市民農園のニーズは今後も高まるものと予想されています。 

また、市民ニーズの高い市民農園は、都市農業における新たな経

営手法として注目を集めております。 

 このような状況から、市川市では「市民農園開設マニュアル」を

新たに作成することといたしました。 

 本書は市民農園開設にあたる手続き等についてまとめて策定した

ものであります。 

平成２９年３月 

市川市経済部農政課 
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市民農園は、退職した高齢者に人気で、特に都市住民には高い

ニーズがあることから、現在では、自治体や農協、個人など多く

の方々が市民農園を開設できる仕組みになっています。 

 １．市民農園とは？ 

 ２．市民農園のタイプ 

 
サラリーマン家庭や都市の住民の方々がレクリエーションとしての自家用

野菜・花の栽培、高齢者の生きがいづくり、生徒・児童の体験学習などの多

様な目的で、小面積の農地を利用して野菜や花を育てるための農園のこと。 
 

Ⅰ 市民農園制度の概要 

 開設者が利用者に農地を貸し、植付から収穫まで全て利用者に行わせる 
ことができる方式。一般的に、「区画貸し」とも。 
 

⑴特定農地貸付方式（開設者：自治体、農協、個人など） 

  開設者が利用者に農作業の指示をし、植付から収穫まで農作業を体験させ

る方式。一般的に、「体験農園」とも。 
 

⑵農園利用方式（開設者：自治体、農地所有者） 
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 ３．市民農園開設フローチャート 

 農地を自分で管理したい 

 自分で耕作できない 

 市民農園を開設したい 

 「区画貸し」農園にしたい 

 「区画貸し」農園を開設しましょう 

 自分で耕作する 

 農地の売買、貸借 

 農地保全管理（業者委託）等 

Yes   No 

Yes   No 

Yes   No 

Yes   No  「体験農園」を開設しましょう 

市民農園を開設する場合には、必ず 

①農地の地目、②相続税納税猶予制度の適用有無、 

③所有農地で自分以外に権利設定がないかどうか、 

を確認しましょう！ 
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《「区画貸し」農園 区画図イメージ》 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ４．「区画貸し」農園・体験農園について 

 
 「区画貸し」とは、開設者から利用者に対して、市民農園の区画を部分的

に貸し出すことです。利用者は借りた区画内で農作業全般（栽培計画立案、

種蒔き、収穫など）を行います。 

⑴「区画貸し」農園とは 
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  「体験農園」とは、開設者（若しくは農業者）自らの指導・管理のもとに 
利用者が農作業を体験するものです。年に複数回農作業を行うものであって、 
収穫体験のようなものは、体験農園ではありません。 
 

⑵「体験農園」とは 

《「体験農園」区画図イメージ》 

利用者が行う農作業は、すべて開設者などの指導のもとに行います。 

開設者が作付品目や種類などを決定し種苗や農機具なども準備します。 

つまり、「農家が植付から収穫までを教える農業のカルチャースクール」

のようなものが「体験農園」です。 
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 ５．市民農園の開設形態 

【利用方式】 【開設根拠法令】 

市 

 

民 

 

農 

 

園 

 
「区画貸し」農園 
（農地の貸付け有） 

 

 

 

 

 

市民農園整備促進法によるもの  

（農地貸付け+附帯施設の整備） 

特定農地貸付法によるもの 
（農地貸付け） 

「体験農園」 
（農地の貸付け無） 

農園利用契約だけによるもの 
（農園利用契約＋法的手続き無） 

 

市民農園整備促進法によるもの 
（農園利用契約+附帯施設の整備） 

農地を市民に貸し付ける（「区画貸し」する）ことは、農地法の規定に

より、「市民農園整備促進法」か「特定農地貸付法」で開設した農園でし

か認められていません。ご注意ください。 
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Ⅱ 市民農園開設までの手続きについて 

⑴区画貸し＋施設整備する農園（市民農園整備促進法）P.9へ 

 市川市農政課へ相談 
 手順１ 

相談する前に、開設場所、面積、区画数、利用料金、開設時期

などについて、あらかじめ検討しておきましょう！ 

まったく見当がつかない場合にも、農政課とご相談ください。 

 

どのタイプの市民農園を開設するか決定 
手順２ 

（以下の４タイプから選択） 

⑵区画貸し＋施設整備しない農園（特定農地貸付法）P.11へ 

⑶体験農園＋施設整備する農園（農園利用方式＋市民農園整備促進法）P.13へ 

⑷体験農園＋施設整備しない農園（農園利用方式）P.15 

【補足１】「施設整備」とは 

市民農園における「施設整備」とは、農機具収納施設・休憩施設など 

の付帯施設のことをいいます。 

 

 手順３ 
タイプ毎に手順の違う開設を行います 
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⑴区画貸し＋施設整備する農園（市民農園整備促進法） 

 

千葉県市民農園基本方針に基づき、市民農園区域の指定に 

ついて農業委員会の決定などを経て、千葉県と協議し、区域 

指定します。 

農業委員会の決定、千葉県の同意を経て、市が認定します。 

（認定後、市は市民農園開設認定書を開設者へ交付） 

２ 市民農園開設認定申請書（【参考様式②】P.23）を市へ提出 

認定申請書とともに、以下の書類を用意します。 

◆整備運営計画書（【参考様式③】P.24） 

◆位置図、配置図、登記簿謄本、公図など 

 １ 市民農園区域の指定が必要か確認（市街化調整区域であるか） 

 市民農園区域指定（市が手続き） 

（【参考様式①】P.21） 

市街化 
調整区域 

区域 
市街化 
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 ３「貸付協定」の締結（【参考様式④】P.27） 

 

４ 農園開設 

【補足２】「市民農園整備促進法」による開園のメリットとは 

◆「区画貸し」の場合、農地法の権利移動の許可などが不要 

◆農地を休憩施設等に転用する場合、農地法の転用許可が不要 

◆市街化調整区域で開設する場合、都市計画法の開発行為などの許可 

が不要 

【補足３】「貸付協定」とは 

◆「貸付協定」とは、 

①農地の管理方法（市民農園をどのように管理していくのか等） 

②農地周辺地域との調整方法（周辺農地等に迷惑をかけないか等） 

③実施状況の報告事項（市民農園の状況等を半年毎に市へ報告） 

④貸付協定の違反措置（協定に違反した場合の措置（閉園等）） 

⑤その他 

について、協定書にまとめ開設者と市川市とが結ぶ協定のこと。 

農地を市民農園として適正に管理・利用することなどを

定めます。 

※締結時に計画書、位置図、配置図、登記簿、公図など

が必要です。 
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⑵区画貸し＋施設整備しない農園（特定農地貸付法） 

１ 「貸付協定」の締結（【参考様式④】P.29）（開設者⇔市(農政課)） 

 

 

農地を市民農園として適正に管理・利用することなどを

定めます。 

※締結時に計画書、位置図、配置図、登記簿、公図など

が必要です。 

２ 「特定農地貸付けの承認申請書」（【参考様式⑤】P.32）の作成・申請 

３ 特定農地貸付けの承認(市川市農業委員会) 

  

 

市川市農業委員会へ申請 ※要事前協議 

承認申請書とともに、以下の書類を用意します。 

◆特定農地貸付規程（【参考様式⑥】P.33） 

◆位置図、配置図、登記簿謄本、公図など 

 ４ 農園開設 
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【補足４】「特定農地貸付法」による開園のメリットとは 

①「市民農園整備促進法」による開園に比べ、手続きが簡単 

②農地法の権利移動の許可などが不要 

【補足６】「貸付規程」とは 

「貸付規程」とは、 

①農園の所在・地番・面積、 

②利用者募集・選考方法、 

③貸付期間その他条件、 

④適切な利用の確保方法、 

⑤その他 

について、開設者がまとめて、市川市農業委員会に提出する書類

のことです。 

【補足５】「特定農地貸付け」とは 

農地の貸付けのことで、次に掲げる要件に該当するものです。 

①一定のルールを決めて数多くの利用者に１人当たりにつき、 

１０ａ未満の土地を貸すこと。 

②農園では自家消費などをする農作物を栽培すること。 

 ※営利を目的としないこと。 

③利用者への区画貸出し期間は、１回当たり５年以下とすること。 
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⑶体験農園＋施設整備する農園（農園利用方式＋市民農園整備促進法） 

 

１ 市民農園区域の指定が必要か確認（市街化調整区域であるか） 

３ 市民農園開設認定 

千葉県市民農園基本方針に基づき、市民農園区域の指定について 

農業委員会の決定などを経て、千葉県と協議し、区域指定します。 

農業委員会の決定、千葉県の同意を経て、市が計画認定します。 

（認定後、市は市民農園開設認定書を開設者へ交付） 

２ 市民農園開設認定申請書（【参考様式②】P.23）を市へ提出 

認定申請書とともに、以下の書類を用意します。 

◆整備運営計画書（【参考様式③】P.24） 

◆農園利用契約書（案）（【参考様式⑦】P.35） 

◆位置図、配置図、登記簿謄本、公図など 

 市民農園区域指定（市が手続き） 

（【参考様式①】P.21） 

市街化 
調整区域 

区域 
市街化 
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 ４ 農園計画書の作成 

 

場所、面積、区画数、利用料金などについて決めて、 

農園計画書を作成し、農政課と相談します。 

５ 農園利用契約書（【参考様式⑦】P.35）の作成 

 ６ 農園利用者の募集 

開設者と利用者との間で、農園利用契約書の締結が 

必要です。※１人１人と契約が必要です。 

 ７ 農園開設 
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 「農園利用方式」は、あくまでも開設者（農家など）が自分で耕作・ 

経営をする中で利用者が農家の指導の基に栽培体験し、農作物を収穫する

ものなので、法的手続きは必要ありません。 

※農政課との調整のための書類や利用者との契約書は必要です。 

市内にも「農園利用方式」で開設されている農園がありますので、開設

内容や手段が分からない場合には、まず農政課に相談しましょう。 

⑷体験農園＋施設整備しない農園（農園利用方式） 

 

 

場所、面積、区画数、利用料金などについて決めて、 

農園計画書を作成し、農政課と相談します。 

 

開設者と利用者との間で、農園利用契約書の締結が 

必要です。※１人１人と契約が必要です。 

 ４ 農園開設 

１ 農園計画書の作成・農政課と協議 

２ 農園利用契約書（【参考様式⑦】P.35）の作成 

３ 農園利用者の募集 
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＜市民農園開設方式別比較表（概要）＞ 

 市民農園整備促進法 特定農地貸付法 農園利用方式 

開設者 
右の①特定農地貸付法 
②農園利用方式による 

自治体、農協、農家、 
企業、NPO 法人など 

自治体、農地所有者 

農地の貸付、

利用方式 
右の①特定農地貸付法、 
②農園利用方式による 

特定農地貸付方式 
※「区画貸し」方式 

農園利用方式 
※「体験農園」方式 

（権利の設定・移転を伴わない） 

貸付条件 
①利用期間 
②貸付面積 
③栽培方法 
④貸付方法 

右の①特定農地貸付法、 
②農園利用方式による 

①5 年を超えない 
②一区画 10a 未満 
③営利を目的としない 
農作物の栽培 

④定型的な条件で 
相当数の者を対象 

①5 年以内が望ましい 
②定めはない 
③営利を目的としない 
農作物の栽培 

④定期的な条件で 
相当数の者を対象 

附帯設備の

整備 
農機具収納施設、 
休憩施設などの設置 

施設の設置は自由 
（但し、農地法の転用許可必要） 

施設の設置は自由 
（但し、農地法の転用許可必要） 

開設場所 
市民農園区域 
市街化区域 

農業委員会が判断する 
適切な位置 

特に定めなし 

開設手続き 
市川市が認定 

（農委承認、県同意必要） 
開設者が申請し、 
農業委員会が承認 

特に定めなし 

メリット等 

①農地法の特例 
（権利移動の許可不要） 
②補助金等資金の確保

又は融通の斡旋 

①農地法の特例 
（権利移動の許可不要） 
②農協事務能力の特例 
③土地改良事業の参加 
資格の特例 

法的手続きは必要なし 
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＜市民農園の計画設計ポイント＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆施設の配置 
•園の面積・形状、道路接続状況、休憩や給水、農作業のしやすさなどを考えること 

◆駐車場 
•利用者にとってはあった方が良いが、農地転用も検討する必要があります 

◆園内通路 
•高齢者などが歩きやすいように雑草シートなどを被覆すると良い 
•幅員は１～２ｍ程度のゆとりをもって作ること 

◆休憩施設・トイレ 
•利用者のコミュニケーションや憩いの場として利用する 
•高齢者などの利用に配慮した工夫を設けると良い 

◆農機具収納施設 
•大きな備品や共同使用道具などを保管するために利用する 
•部外者が勝手に持ち出せない様、鍵をかけるなど工夫をすると良い 

◆手洗場・給水施設 
•井戸は絶対に必要となるので、必ず設置すること 

◆ごみ置き場 
•農作物の残債を置き堆肥化するために設置すると良い 
•臭いなどで周囲から苦情がこないように配慮すること 
•ビンやカンなどは持ち帰りにすること 

◆看板（施設名称） 
•農園名、開設者、問合せ先ははっきりと明記すること 

◆案内板 
•四季折々の栽培のこと、除草、注意、お願いなどを掲載すること 

◆区画の境界杭、標識板 
•木杭などを四隅に立てて区画を明確にし、標識板を設置すること 

◆柵 
•農園の景観、近隣農地との区別に配慮して低い生垣やフェンスなどを設置すること 
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【補助金の申請手続きフロー】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ 市民農園開設に対する補助事業 

 

 市川市では、市民農園開設に対する補助事業があります。 
Ⅰ．市民農園の開設のための所有する農地の整備に要する経費 
  補助率：１，０００㎡当たり１５０，０００円 
Ⅱ．市民農園の利用者のために設置する設備の設置に要する経費 
  補助率：事業費の１／２相当（１５０，０００円限度） 
Ⅲ．市民農園の利用者の交流の促進を図るための活動に要する経費 
  補助率：事業費の１／２相当（５０，０００円限度） 

１．農政課との補助事業利用相談 

２．交付申請書の作成・申請 

３．交付可否決定通知 
（補助金を交付する旨の通知） 

４．事業実施（市民農園開設など） 

５．実績報告書の作成・申請 

６．補助金確定通知 
（補助金額を確定した旨の通知） 

開設者（申請者） 市川市 

７．補助金請求書作成・申請 

８．補助金支払い 

補助金を受けたい場合には、まず農政課にご相談ください！ 

補助金 
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農家が所有する農地で開設する場合 

 

Q１ どのタイプの開設方法がよいのですか？ 

A 「区画貸し」の市民農園にしたい場合には、「市民農園整備促進法」若しく 

 は、「特定農地貸付法」による開設ができます。休憩施設など施設を設けたい

場合には、「市民農園整備促進法」で、特に施設を設けない場合には、 

 「特定農地貸付法」で開設します。 

  「体験農園」の市民農園で施設を設けない場合には、「農園利用方式」で 

 開設します。これは、特に法律に基づく手続きは必要ありませんが、利用者

と契約を結ぶ必要があります。 

 

共通的な事項 

 

Q１ 市民農園の開設規模の制限はあるのですか？ 

A 特別な制限はありませんが、都市近郊の利便の良い農園では募集を超える 

応募がある反面、利便の悪い農園では空き区画が発生する場合もあること等 

から、利用者の数等を勘案して、開設する地域に合った妥当な規模が良いで 

しょう。2,000㎡～3,000㎡未満の農園が一般的です。 

 

Q２ 開設にあたって整備した方が良い施設は何ですか？ 

A 農作物を栽培するための給排水施設（井戸など）、駐車場、トイレは整備 

した方が良いでしょう。その他、農機具収納施設、休憩施設等があれば、 

より利用しやすくなるでしょう。なお、農園と共にこれら附帯施設を一体的 

に整備する場合は、市民農園整備促進法に基づく開設が便利です。（市民農園 

整備運営計画に従って農地を施設に転用する場合、農地転用の許可不要） 

 

Q３ 市民農園の運営面では、どんな点に留意すべきですか？ 

A 農園利用者には作物栽培を行ったことのない人もあり、作物が上手に栽培 

できない等の理由から、利用契約はあっても栽培されず放棄された区画が発生

する場合もあります。 

  また、肥料、農薬の使用、農機具による事故防止のためにも栽培指導者を

置いた方が良いでしょう。さらに、農園利用を促進するため、「収穫祭」の 

開催、「農園だより」の発行等により、利用者相互の交流ができる機会を設け

ることも重要です。 

 

Ⅳ 市民農園開設にあたって、よくある質問（Ｑ＆Ａ） 
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Q４ 市民農園で栽培した農作物を販売することはできるのですか？ 

A 市民農園は、都市住民が自家消費用野菜の生産などレクリエーション目的で

農地を利用するものであり、市民農園整備促進法および特定農地貸付法で、 

「営利を目的として農地を利用する」ことを制限しています。 

  平成１８年３月から、趣味的な動機により栽培した農作物が自家消費量を

超えた場合、直売所等で販売することが可能になりました。ただし、販売す

る場合には、農薬の適正使用や履歴管理、ＪＡＳ法に基づく表示をする必要

があるなど遵守すべき法令などに留意する必要がありますので、販売目的は 

避けた方がよいでしょう。 

 

Q５ 市民農園で自家消費量を超えた農作物を販売する場合の留意点は？ 

A ＪＡＳ法の規定により、一般消費者に販売されるすべての生鮮食品に「名称」

と「原産地（市町名または県名）」の表示が必要です。 

   〈例〉  

       ホウレンソウ 

        市川産 

 

  また、「有機」という表現は、日本農林規格（ＪＡＳ）に基づいて生産され

たものだけが表示できることに留意する必要があります。 

  農薬に関しては、どの農薬（薬剤名）をいつ（年月日）、どこで（所在）、 

 どのくらい（希釈倍率、使用量）、使用したという履歴管理を行う必要があり 

 ます。 

 

Q６ 市民農園で農薬を使用する場合の留意点は？ 

A 市民農園で農薬使用する場合、農薬取締法等各種法令の規制が適用されます。 

  農薬を使用する人は、安全な農産物の生産、農薬による事故防止、地域 

環境への配慮等の観点から、農薬の適正使用・適正保管、住宅地・周辺農地へ

の飛散防止に努める義務があります。 

  なお、平成１８年５月２９日から残留農薬のポジティブリスト制度が施行

され、散布した農薬が登録のない他の農作物に掛らないよう、飛散防止には

特に留意する必要があります。また、市民農園によっては無農薬で農産物を

生産している人もありますので農薬使用にあたっては十分な配慮が必要です。 

 

 

 

 

 

 



21 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考様式１】 
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【参考様式２】 

市民農園開設認定申請書 

 

平成  年  月  日 

 

○○市町村長 様 

 

     申請者                 

（氏名又は名称 代表者）       印 

（住所又は主たる事務所）         

（職業又は業務内容）           
               

 

 市民農園整備促進法（平成２年法律第４４号）第７条第１項の規定に基づき、

市民農園の開設について、下記の書面を添えて認定を申請します。 

 

記 

 

１ 整備運営計画書 

２ 市民農園の位置を表示した地形図 

３ 市民農園の区域並びに市民農園施設の位置、形状および種別を表示した 

平面図 

４ 市民農園施設（建築物）の概要を表示した平面図 

５ 土地の登記簿の謄本 

６ 土地の地番を表示する図面 

７（土地改良区の意見書） 

８（農園利用契約書の案） 

９（その他参考となる事項） 

 

注 （    ）の記載事項は（     ）の書面を添付する場合に記載 

すること。 
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【参考様式３】 
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【参考様式４】 
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【参考様式５】 
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【参考様式６】 
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【参考様式７】 

農園利用契約書例 

（目的） 

第 1条 この契約書は、○○○○（以下「甲」という。）が開設する市民農園に 

おいて○○○○（以下「乙」という。）が行う農作業の実施に関し必要な 

事項を定める。 

（対象農地） 

第 2条 本契約の対象となる農地（以下「対象農地」という。）の位置及び面積 

は、別紙のとおりとする。 

（農作業の実施等） 

第 3条 乙は、甲が対象農地において行う耕作の事業に必要な農作業を行う 

ことができる。 

  ２  乙は、農作業の実施に関し甲の指示があったときは、これに従わな 

ければならない。 

  ３  乙は、対象農地において農作物を収穫することができ、収穫物は乙に 

帰属する。 

  ４  甲の責めに帰すべき事由により対象農地における収穫物が皆無である 

か、または著しく少ない場合には、乙は甲に対し、その損失を補填すべき 

ことを請求することができる。 

（料金の支払） 

第 4条  乙は、料金○○○○円を毎年  月  日までに、甲に支払わなけれ 

ばならない。 

（契約期間） 

第 5条 本契約の期間は、  年間とする。（注 5年以内とすることが望まし 

い。） 

（契約の解除） 

第 6条 次の各号に該当するときは、甲は契約を解除することができる。 

（１）乙が契約の解除を申し出たとき 

（２）乙が契約に違反したとき 

（３）乙が○ヶ月にわたり農作業を行わないとき 

（料金の不還付） 

第 7条 契約が解除されたときには、乙が既に納めた料金は還付しない。 

ただし、次の各号に該当するときは、甲はその全部又は一部を還付する 

ことができる。 

（１）乙の責めに帰すべきでない理由により農作業ができなくなったとき 

（２）その他甲が相当な理由があると認めたとき 

（その他） 

第 8条 本契約書に規定されていない事項については、甲及び乙が協議して 

定める。 
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平成  年  月  日 

 

                   甲 住所 

                     氏名           印 

 

                   乙 住所 

                     氏名           印 

 

（本契約書は、二通作成し、それぞれ各一通所持すること。） 
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別紙 

農園利用の対象となる農地 

 

１ 位置 

 

          

          

 

 

（注）農園利用の対象となる農地の位置は区画の番号を斜線で表示する。 

 

 

 

 

２ 区画番号○○の面積          ㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 16 15 14 13 12 11 

10 ９ ８ ７ ６ ５ ４ ３ ２ １ 

20 19 18 

Ｎ 
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平成２９年３月 作成 

市川市経済部農政課 市民農園担当 

住所：市川市八幡３－３－２－４０８ 

電話：０４７－７１１－１１４１（直通） 
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	整備運営計画に従って農地を施設に転用する場合、農地転用の許可不要）
	Q３　市民農園の運営面では、どんな点に留意すべきですか？
	A　農園利用者には作物栽培を行ったことのない人もあり、作物が上手に栽培
	できない等の理由から、利用契約はあっても栽培されず放棄された区画が発生する場合もあります。
	　　また、肥料、農薬の使用、農機具による事故防止のためにも栽培指導者を置いた方が良いでしょう。さらに、農園利用を促進するため、「収穫祭」の
	開催、「農園だより」の発行等により、利用者相互の交流ができる機会を設けることも重要です。
	Q４　市民農園で栽培した農作物を販売することはできるのですか？
	A　市民農園は、都市住民が自家消費用野菜の生産などレクリエーション目的で農地を利用するものであり、市民農園整備促進法および特定農地貸付法で、
	「営利を目的として農地を利用する」ことを制限しています。
	　　平成１８年３月から、趣味的な動機により栽培した農作物が自家消費量を超えた場合、直売所等で販売することが可能になりました。ただし、販売する場合には、農薬の適正使用や履歴管理、ＪＡＳ法に基づく表示をする必要があるなど遵守すべき法令などに留意する必要がありますので、販売目的は
	避けた方がよいでしょう。
	Q５　市民農園で自家消費量を超えた農作物を販売する場合の留意点は？
	A　ＪＡＳ法の規定により、一般消費者に販売されるすべての生鮮食品に「名称」と「原産地（市町名または県名）」の表示が必要です。
	　　　〈例〉　
	　　　　　　　ホウレンソウ
	　　　　　　　　市川産
	　　また、「有機」という表現は、日本農林規格（ＪＡＳ）に基づいて生産されたものだけが表示できることに留意する必要があります。
	　　農薬に関しては、どの農薬（薬剤名）をいつ（年月日）、どこで（所在）、
	　どのくらい（希釈倍率、使用量）、使用したという履歴管理を行う必要があり
	　ます。
	Q６　市民農園で農薬を使用する場合の留意点は？
	A　市民農園で農薬使用する場合、農薬取締法等各種法令の規制が適用されます。
	　　農薬を使用する人は、安全な農産物の生産、農薬による事故防止、地域
	環境への配慮等の観点から、農薬の適正使用・適正保管、住宅地・周辺農地への飛散防止に努める義務があります。
	　　なお、平成１８年５月２９日から残留農薬のポジティブリスト制度が施行され、散布した農薬が登録のない他の農作物に掛らないよう、飛散防止には特に留意する必要があります。また、市民農園によっては無農薬で農産物を生産している人もありますので農薬使用にあたっては十分な配慮が必要です。
	【参考様式２】
	市民農園開設認定申請書
	平成　　年　　月　　日
	○○市町村長　様
	　　　　　申請者　　　　　　　　　　　　　　　　
	（氏名又は名称　代表者）　　　　　　　印
	（住所又は主たる事務所）　　　　　　　　
	（職業又は業務内容）　　　　　　　　　　
	　　　　　　　　　　　　　　
	　市民農園整備促進法（平成２年法律第４４号）第７条第１項の規定に基づき、市民農園の開設について、下記の書面を添えて認定を申請します。
	記
	１　整備運営計画書
	２　市民農園の位置を表示した地形図
	３　市民農園の区域並びに市民農園施設の位置、形状および種別を表示した
	平面図
	４　市民農園施設（建築物）の概要を表示した平面図
	５　土地の登記簿の謄本
	６　土地の地番を表示する図面
	７（土地改良区の意見書）
	８（農園利用契約書の案）
	９（その他参考となる事項）
	注　（　　　　）の記載事項は（　　　　　）の書面を添付する場合に記載
	すること。
	【参考様式７】
	農園利用契約書例
	（目的）
	第1条　この契約書は、○○○○（以下「甲」という。）が開設する市民農園に
	おいて○○○○（以下「乙」という。）が行う農作業の実施に関し必要な
	事項を定める。
	（対象農地）
	第2条　本契約の対象となる農地（以下「対象農地」という。）の位置及び面積
	は、別紙のとおりとする。
	（農作業の実施等）
	第3条　乙は、甲が対象農地において行う耕作の事業に必要な農作業を行う
	ことができる。
	　 ２　 乙は、農作業の実施に関し甲の指示があったときは、これに従わな
	ければならない。
	　 ３　 乙は、対象農地において農作物を収穫することができ、収穫物は乙に
	帰属する。
	　 ４　 甲の責めに帰すべき事由により対象農地における収穫物が皆無である
	か、または著しく少ない場合には、乙は甲に対し、その損失を補填すべき
	ことを請求することができる。
	（料金の支払）
	第4条  乙は、料金○○○○円を毎年　　月　　日までに、甲に支払わなけれ
	ばならない。
	（契約期間）
	第5条　本契約の期間は、　　年間とする。（注　5年以内とすることが望まし
	い。）
	（契約の解除）
	第6条　次の各号に該当するときは、甲は契約を解除することができる。
	（１）乙が契約の解除を申し出たとき
	（２）乙が契約に違反したとき
	（３）乙が○ヶ月にわたり農作業を行わないとき
	（料金の不還付）
	第7条　契約が解除されたときには、乙が既に納めた料金は還付しない。
	ただし、次の各号に該当するときは、甲はその全部又は一部を還付する
	ことができる。
	（１）乙の責めに帰すべきでない理由により農作業ができなくなったとき
	（２）その他甲が相当な理由があると認めたとき
	（その他）
	第8条　本契約書に規定されていない事項については、甲及び乙が協議して
	定める。
	平成　　年　　月　　日
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　住所
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　印
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　住所
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　印
	（本契約書は、二通作成し、それぞれ各一通所持すること。）
	別紙
	農園利用の対象となる農地
	１　位置
	（注）農園利用の対象となる農地の位置は区画の番号を斜線で表示する。
	２　区画番号○○の面積　　　　　　　　　　㎡

